平成25年５月版
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　　　　　　　　　　　　＜ 通 所 介 護 用 ＞
○　指定の要件（基準）の確認

指定事業者になるためには、神奈川県条例で定める人員、設備及び運営に関する基準等を満たさなければなりません。

例えば　 ・ 指定を受けるには、申請者が法人である必要があります。
　　　　・ 法人の定款等の目的に介護保険サービスを行う旨を位置づける必要があります。

（指定を受けようとするサービスが正しく定款に位置付けられていないと指定できませんので、必ず、書式ライブラリー中「≪参考≫　定款への事業名の記載について」の定款の記載例を参照してください。）
　　　　・ 基準に規定されている必要な人員、設備を備える必要があります。

　              

　 　基準を確認するには・・・「介護保険六法」等の一般の書籍や「介護情報サービスかながわ」の書式ライブラリー内　「７．関係法令」 等で確認してください。
○　指定申請書類の作成

　　書式ライブラリー中の「１．新規事業者指定」、各サービスの「２．指定申請書類様式」、「３．申請書類記載例・作成例」、「４．必要書類一覧及び留意事項」などを参考に作成してください。

県では、事業を運営する前提として必要となる基本的内容を説明する「開設予定事業者向け説明会」と基準等の基本的な内容を説明する「新規セミナー」を開催しています。　※開設経験があるなど基準等を十分理解されている場合は、受講しなくても差し支えありません。
　≪説明会等の案内掲載場所≫開催日をご確認ください。
○開設予定事業者向け説明会

「書式ライブラリー」→「１０．セミナー・講習会・研修」→「開設予定事業者向け説明会」

○新規セミナー

「書式ライブラリー」→「１０．セミナー・講習会・研修」→「新規セミナー」
　　　　　　　　事業開始予定月の２か月前までに、３ページ目の送信票と図面をＦＡＸ又は　　　　　　　郵送してください。
（例えば、11月1日事業開始予定の場合は、８月末までに送付してください。）
事前送付がない場合は、申請当日に受理出来ない場合もありますので、ご注意ください。

なお、送付された図面については、収受した日を含め原則１５日以内に、県から確認結果等についてご連絡いたします。
申請の受付は完全予約制です。予約は、指定予定月の２か月前から専用電話で受け付けます。予約申込期限及び申請受付日等は、次頁のとおりですので期限内に申込みを行ってください。（厳守）
なお、書類の補正が必要な場合は、原則として、補正完了期限までに完了したもののみ受理します。補正に要する時間を考慮し、早めの来庁をお勧めします。
申請受付会場は、神奈川県庁分庁舎の２階です。申請受付の際には、必ず事業所の管理者就任予定の方がお越しください。

　


【予約受付期間及び申請受付日等】
	指定予定月日
	通所介護事業所の

図面送付期限
	予約受付期間

（厳守）
	申請受付日

（厳守）
	補正完了期限

（厳守）

	平成25年 ６ 月１日
	平成25年　３月２９日
	平成25年４月１日～
４月３０日
	平成25年４月26･30日

平成25年５月1･2･7日
	平成25年５月13日

	平成25年 ７ 月１日
	平成25年　４月３０日
	平成25年５月１日～
５月３１日
	平成25年６月3･4･5･6･7日
	平成25年６月13日

	平成25年 ８ 月１日
	平成25年　５月３１日
	平成25年６月３日～
６月２８日
	平成25年７月1･2･3･4･5日
	平成25年７月12日

	平成25年 ９ 月１日
	平成25年　６月２８日
	平成25年７月１日～
７月３１日
	平成25年８月1･2･5･6･7日
	平成25年８月13日

	平成25年１０月１日
	平成25年　７月３１日
	平成25年８月１日～
８月３０日
	平成25年９月2･3･4･5･6日
	平成25年９月13日

	平成25年１１月１日
	平成25年　８月３０日
	平成25年９月２日～
９月３０日
	平成25年10月1･2･3･4･7日
	平成25年10月11日


※　予約受付期間を過ぎての予約は受け付けることができません。
※　法改正により、平成２４年４月１日をもって横浜市・川崎市・相模原市・横須賀市内に所在する事業所に係る指定事務の権限は、各市に移譲されました。詳しくは、下記の【横浜市・川崎市・相模原市・横須賀市の指定事務窓口】でご確認ください。

申請書及び添付書類等の審査を対面で行います。審査時間は２時間です。審査時間内に審査が終わらない場合には受付を行いませんので、「 記載例・作成例」や「必要書類一覧及び留意事項」にて事前に内容確認を行い、きちんと書類をそろえてご来庁ください。
毎月１３日までに受理した書類について二次審査や必要に応じ現地調査を行い、審査をとおった事業

所は、翌月1日に指定します。１３日までに受理できない場合は、翌月以降に再度申請していただくことになります。
※　受理するにあたって、神奈川県条例で定める人員、設備及び運営に関する基準等を満たしていることを確認する必要がありますので、指定申請までに建築・改修が完了し関係法令（建築基準法、消防法等）の確認を終え、人員の確保、設備の設置、備品等の配置がされている必要があります。
         ※　審査にかかる手数料を平成23年12月1日以降の受理分から徴収させていただきます。詳細は、
　　　　　４・５ページをご参照ください。

事業の指定は、毎月１日付けで行います。
指定した内容について、ウェブサイト「介護情報サービスかながわ」への掲載により公示するとともに、同サイトの「介護事業所検索」に情報提供しています。
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【横浜市・川崎市・相模原市・横須賀市の指定事務窓口】
○　横 浜 市　健康福祉局高齢施設課　TEL  ０４５－６７１－４１１７(特定施設入居者生活介護)

健康福祉局高齢施設課　TEL  ０４５－６７１－３９２３(施設･短期入所サービス)
健康福祉局介護事業指導課　TEL  ０４５－６７１－２３５６(上記以外のサービス)
URL　http://www.city.yokohama.lg.jp/kenko/kourei/jigyousya/kengenijou/index.html
○　川 崎 市  健康福祉局介護保険課　TEL  ０４４－２００－２４６９
URL　http://www.city.kawasaki.jp/35/35kosui/35kosui/kengen/kengen.htm
○　相模原市　健康福祉局保険高齢部高齢政策課　TEL  ０４２－７０７－７０４６
○　横須賀市  福祉部指導監査課　TEL  ０４６－８２２－８１６２
平面図事前送付　送信票

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　平成　　年　　月　　日

送 付 先：神奈川県　介護保険課　在宅サービスグループ　行き　　
〒231－8588　横浜市中区日本大通１　　　　　ＦＡＸ番号：　０４５－２１０－８８６６　　　
（郵送又はＦＡＸにて送付してください・送り間違えのないようご注意下さい。）

送信枚数　　　　枚（本紙含む）　　送信回数　　　　　回目
	事業所名
（未定の場合は空欄のままで差し支えありません。）
	

	開設法人名
	

	開設法人担当者氏名
	
	※実際に事業を運営する法人の担当者名と連絡先をご記入ください。

	開設法人担当者連絡先電話番号
	
	

	事業開始予定月
	

	実施単位数
	単位

	利用定員
	１単位目
	人
	３単位目
	人

	
	２単位目
	人
	４単位目
	人

	
	午前１単位・午後１単位等、同じ場所で複数単位のサービス提供を行う場合にはチェックを入れてください。
	□

	工事着工予定日及び完了予定日

（工事の予定がある場合のみ記入）
	着工予定日 ： 平成　　　年　　　月　　　日頃

完了予定日 ： 平成　　　年　　　月　　　日頃

	事業所所在地　市区町村名
	

	建物の形態
	　戸建　・　集合住宅　・　テナント　・　他（　　　　　　　　　）

	併設サービスの有無
	該当するものに○を付けてください。

併設なし 　居宅介護支援 　訪問介護 　訪問入浴 　訪問看護

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


· 以下のチェック内容を確認した上で、送付して下さい。

	チェック欄
	チェック内容
	備　考

	□
	「介護情報サービスかながわ」の書式ライブラリー内　３．申請書類記載例・作成例を参考にして作成している。
	

	□
	内法で計測し、寸法、縮尺を正確に記載している。また、食堂兼機能訓練室について部屋と部屋を連結する場合、その開口部の寸法も記載している。
	

	□
	各室の用途（食堂、機能訓練室、静養室、相談室及び事務室等）を記載している。
	

	□
	図面の欄外に食堂、機能訓練室の面積とその算定根拠となる計算式を記載している。
	

	□
	面積算定の際、機能訓練等のサービス提供に直接必要のないもの（食器棚、冷蔵庫等）、居住スペースとしての使用が想定されないもの（押し入れ、床の間、廊下、柱等）は面積から除外している。
	

	□
	同一敷地内で他のサービスを行う場合、事務室は同じ部屋を使用することは可能だが、図面にどの部屋・机がどの事業のものか明記している。
	

	□
	関係法令（建築基準法、消防法等）の担当課に確認している。　また、近隣住民への説明など事業開始にあたっての調整をしている。（又は予定している。）
	

	（確認事項）




※設備に関して申請前に確認しておきたい事項等がある場合は備考欄・確認事項欄に記載してください。

なお、設備基準を満たしているか否かは、指定申請時に写真等の内容も含めて総合的に判断させていただきますので、予めご了承ください。
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神奈川県では、介護サービス事業者の新規指定（許可）及び指定（許可）の更新の申請に対する審査について、地方自治法第227条に基づき、応益負担の観点から、手数料の徴収をすることとしています。

１  審査手数料の額
	事業の種類
	新規指定

（許可）申請
	指定（許可）

更新申請

	居宅介護支援
	２０，０００円
	１０，０００円

	居宅サービス

（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売）
	１サービスにつき

２０，０００円
	１サービスにつき

１０，０００円

	（通所介護、特定施設入居者生活介護）
	３０，０００円
	１０，０００円

	施設サービス（介護老人福祉施設）
	４５，０００円
	２５，０００円

	施設サービス（介護療養型医療施設）
	―
	２５，０００円

	施設サービス（介護老人保健施設）
	６３，０００円

（従来どおり）
	２５，０００円

	介護予防サービス

（介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防福祉用具貸与、特定介護予防福祉用具販売）
	１サービスにつき

１０，０００円
	１サービスにつき

１０，０００円

	（介護予防通所介護、介護予防特定施設入居者生活介護）
	１５，０００円
	１０，０００円


(注)　　1 みなし指定などについては、手数料納付の必要はありません。
2　変更届・加算届などについては、手数料の徴収はありません（介護老人保健施設を除く）。
3　介護老人保健施設の一部の変更許可に係る手数料は従来どおりです（３３，０００円）。

２  納付方法
○　申請時に証紙貼付用紙(次項)に神奈川県収入証紙を貼付してご提出ください。（収入印紙ではあ
りません｡）
○　この手数料は、申請の審査のための手数料であるため、審査の結果、新規指定、指定更新等ができない場合でも手数料は、返還しません。また、購入された収入証紙は、払い戻しや他の額面の収入証紙への交換ができません。
○　神奈川県収入証紙は、県庁内の売店のほか、県内各地で販売しておりますので、お近くの販売所で購入してください。「神奈川県収入証紙販売所のご案内」↓

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f235/
３  手数料の納付例

　
	神奈川県収入証紙貼付欄

	事業所又は施設の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　金額：　　　　　　　　　　　円　
サービス種別：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  事業所番号(新規除く)：14　　　　　　　　　　　　  

※　誤りを防止するため、サービス種別毎に用紙を分けて貼付してください。（居宅サービスと介護予防サービスについても用紙を分けて貼付してください。）




証紙貼付用紙
新規・更新・変更（いずれかに○をしてください）　

○　手数料の額

	事業の種類
	新規指定

（許可）申請
	指定（許可）

更新申請

	居宅介護支援
	２０，０００円
	１０，０００円

	居宅サービス

（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売）
	１サービスにつき

２０，０００円
	１サービスにつき

１０，０００円

	（通所介護、特定施設入居者生活介護）
	３０，０００円
	１０，０００円

	施設サービス（介護老人福祉施設）
	４５，０００円
	２５，０００円

	施設サービス（介護療養型医療施設）
	―
	２５，０００円

	施設サービス（介護老人保健施設）
	６３，０００円

（従来どおり）
	２５，０００円

	介護予防サービス

（介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防福祉用具貸与、特定介護予防福祉用具販売）
	１サービスにつき

１０，０００円
	１サービスにつき

１０，０００円

	（介護予防通所介護、介護予防特定施設入居者生活介護）
	１５，０００円
	１０，０００円


(注)  1 みなし指定などについては、手数料納付の必要はありません。

2　変更届・加算届などについては、手数料の徴収はありません（介護老人保健施設を除く）。

3　介護老人保健施設の一部の変更許可に係る手数料は従来どおりです（３３，０００円）。

準 備





開設予定事業者向け説明会・新規セミナーの受講














平面図の事前送付








※通所介護のみ


対象





申請の予約





［平面図送付先］　神奈川県  介護保険課　在宅サービスグループ


〒231-8588　横浜市中区日本大通１　


ＦＡＸ　　　045－210－8866


［予 　約　 先］　予約受付：神奈川県  介護保険課　在宅サービスグループ


　　　　　　      受付時間：9時～12時、13時～17時（土、日、祝日を除く）


専用電話：TEL　045－210－4824（直通）





）





具体的な期日は、次ページでご確認ください！





申　請　　　査





指 定





公 示





○介護老人保健施設及び併設事業所の例





　　　　　　　　　　　  新規指定　　　 更新申請


介護老人保健施設　　　  63,000円　　　  25,000円


短期入所療養介護　　　  みなし指定　　 みなし指定


予防短期入所療養介護　  みなし指定　　 みなし指定


通所リハビリ　　　　　  みなし指定　　 みなし指定


予防通所リハビリ　　　  みなし指定　　 みなし指定


居宅介護支援　　　　　  20,000円　 　   10,000円


                　   計83,000円　　  計35,000円





○介護老人福祉施設及び併設事業所の例





　　　　　　　　　　　　新規指定       更新申請


介護老人福祉施設　　　　45,000円　　　 25,000円


通所介護　　　　　　　　30,000円　　　 10,000円


予防通所介護　　　　　　15,000円　　　 10,000円


夜間対応型訪問介護　　 市町村指定　    市町村指定


居宅介護支援　　　　　  20,000円　　　 10,000円


                　  計110,000円　　 計55,000円
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